
省エネルギー判断基準等小委員会の審議結果（報告） 

 
１．概要 

平成 27 年 7 月 8 日に公布された、一定規模以上の建築物のエネルギー消

費性能基準への適合義務の創設、エネルギー消費性能向上計画の認定制度の

創設等の措置を講ずる建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（建

築物省エネ法）の基準の整備について、経済産業省「総合資源エネルギー調

査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 省エネルギー小委員会 建築物エ

ネルギー消費性能基準等ワーキンググループ」との合同会議で検討。 

 

8 月 20 日 第 6回合同会議 

9 月 11 日 第 7回合同会議 

10 月 7日 

～11 月 5日 
パブリックコメント 

11 月 16 日 第 8回合同会議 取りまとめ 

12 月 18 日 社会資本整備審議会建築分科会建築環境部会への報告 

 

２．検討事項 

建築物省エネ法に係る次の基準の整備 

① エネルギー消費性能基準（適合義務・適合性判定制度、届出・指示制

度、表示制度） 

② 誘導基準（性能向上計画認定・容積率特例） 

③ 住宅事業建築主基準（住宅トップランナー制度） 

 

３．基準の整備の方向性 

原則として、省エネ法の現行の建築主等の判断基準（H25 基準）の体系を

継承しつつ、以下について見直しを実施。 

① 適用する基準について 

② 基準の水準について 

③ 既存建築物の基準の水準について 

④ その他基準の合理化等について 
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